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電気通信大学

2011年に大学設置基準が改正され、「大学は、生涯を通

じた持続的な就業力の育成を目指し、教育課程の内外を通

じて社会的・職業的自立に向けた指導等に取り組むこと」

が明記され、就業力育成は大学教育の重要な課題となって

いる。各大学が活動の方向性を模索する中、地域産業人材

の育成や地域経済の活性化にもつながるような就業力育

成の取り組みが注目されている。

この連載では、産業界との連携や地元自治体との協働に

よって学生の就業力を高めることに成功している事例な

どを、積極的に紹介していきたい。

今回は、2005年という早い時期から産業界とのつながりを

生かしたキャリア教育に取り組み、「産業界のニーズに対応し

た教育改善・充実体制整備事業」関東・山梨ブロックの幹事校

でもある電気通信大学で、福田喬学長にお話をうかがった。

高校から大学へのパラダイム変換に課題

電気通信大学（以下、電通大）がキャリア教育に取り組み始

めた2005年当時の課題認識について福田喬学長は、「工学系

高等技術者への社会からの要請」をあげる。

「高度知識基盤社会と文科省がネーミングした、ますます

高い知識や技能が求められる社会の中で、工学系高等技術

者という人材を考えたときに、今までのいわゆる学問ベー

ス、下から積み上げていくだけの教育ではダメなんじゃない

かということがあります。もちろん学問ベースは必要だけ

れども、社会というものを視野に入れて、自分との関わりを

いつも認識しながら、あるいは認識に向けた行動を起こしな
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産業界との繋がりを生かした
工学系キャリア教育の展開

がら専門性を上げていく教育にし

ていくべきではないかと。この課

題は今でもそれほど変わっていな

いと私は思います」

福田学長が憂慮するのは、学生

が高校から大学に進むときに起

こるべきパラダイム変換が起こっていないことだ。情報の

取り入れ方が非常にバーチャルで、ある種、漠とした社会

認識の下に学生たちは大学に入って来る。それで専門性

を身につけようというのは「ちょっと何かが足りないので

はないか」と言う。

そこで、入学後のなるべく早い時期に、将来就業しようと

している産業界の状況を認識しつつ、専門性に入っていく

ことをキャリア教育の軸に据えた。それによって学生の目

的意識も高まり、専門についても「本当の修学」になるので

はないかという。

産業界の話を聞き、現場を見る

「2004年に産学官連携センターの竹内利明特任教授と議

論をして方向性を作り、翌2005年にキャリア教育をスタート

させました。その頃、理工系のキャリア教育というのは実は

あまりモデルがなく、単に社会と接触させればいいというも

のでもないので、どのような教育体系を作ったらいいのか、

非常に悩みました」

最終的に落ち着いたのは、学生に産業界の人の具体的な

意見を聞かせることと、早い段階で産業界の現場を見せる

福田 喬　学長

事業所見学。これが大きな2つの柱と

なった。いずれも選択科目として始まり、

現在は必修となっている。

「人事や経営にある程度の経験を積ん

だ、トップに近い方に、産業界が大卒人材

に求めているものについてお話しいただ

く。ただしそれだけだとたぶん、高校から

入ったばかりの学生にとっては雲の上で

すから、並行して、本学の卒業生をメイン

に、現場で活躍している若手の話も聞か

せることにしました」

事業所見学は、IT企業のような“単な

るオフィス”もあるが、雰囲気だけでも直

接感じさせることに意義があるという。

またこのときも、若い社員に話を聞く。現

場で聞く話はやはり実感が違うだろう。

最初の頃は10社前後だった協力企業数

は、昨年50社近くと順調に増えている。見学は1カ所とは限

らず、だいたい1人の学生が2カ所ぐらいに行くという。

「見学に行くのは1年生です。事業所の大きさにもよります

けれども20人か30人一組で、教員が同行しますが、大変なの

ですよ、ケアが。見学前には、必ず大学に集合して、服装チェッ

ク。スリッパとか破れたジーパンとかで来る学生がいますか

ら。企業の人たちに自分たちが請うて見学させてもらって、そ

こから学ぼうとする姿勢を、自分自身の態度で表さないといけ

ない。最初はそういう教育から始まるのです」

話は聞きっぱなし、見学は行きっぱなしでは、当然大きな

教育効果は得られないので、レポートを出させてチェックす

るシステムにしているが、これは教員にとって大きな負担と

なる。そこで、産業界のOBをメインに、ティーチングアシス

タントを広く募集した。

「1対1とか複数とかでなしに、学生をグループにまとめてや

るので、チームティーチングアシスタント、TTAと呼んでいま

す。TTAは導入初年度で30人ぐらい、今は60人近くいます。

学生と同じ講義を聞いたり、事業所見学に同行したりして、

TTA同士でお互いアドバイスやディスカッションをしながら、

またはアプルーブしながら、レポートチェックをしています」

このように電通大のキャリア教育は、産業界の力を借りて

スタートした。その経緯や構築されたシステムには、他の大

学に比べて産業界OBとの距離が近いことが表れている。

「それは本学の有利な点です。もっともっとうまく使わなきゃ

いけないですね」（福田学長）

PBL型の授業の推進

「話を聞く」「現場を見る」の次のキャリア教育として始めた

のは、課題の解決に向けて議論し、行動し、学ぶという、PBL

（Problem Based Learning） 型の授業だ。試行錯誤を経て

レベルが上がってきたと福田学長は言う。例えば、3年生の選

択科目「エンジニアリングデザイン」は、キャリア教育の一環と

位置づけられたPBL授業だが、そこでこんな事例があった。

電通大のキャンパスは、都道をはさんで東と西の2つに分

かれていて、交通量の多い都道の横断は、教室移動などで非

常に危険なルートになっている。大学は、20年ほど前から信

号機の設置を警察署に依頼してきたが、すぐ近くに他の信号

機があるなどの理由で設置されないままになっていた。「そ

れを学生たちがPBLの課題にして、ものすごい調査をしたん

ですよね。こういう形で信号機が設置されている事例がある

とか、こういうところに適したこういうシステムの信号機があ

るとか。そしてその調査結果を持って警察署にインタビュー
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に行った。そうしたら去年、信号機がついたのです。すごい

成果でしょう。こういう行動力が出てきたことは、非常にいい

と思うのです」

キャリア教育全体の成果としても、例えば7、8年前には海

外インターンシップ生はゼロだったのが、昨年は20数名が行

くなど、能動性が出てきたという。

専任教員にどう関わってもらうか

キャリア教育を進めるうえでの課題は、「専任教員に関わっ

てもらう環境形成の難しさ」だ。10年かけて、徐々に関与度は

上がってきたものの、「導入、途中の教育、最終的な評価まで、

すべての階層で専任教員が関与するというシステムまではま

だ行っていない」と福田学長は言う。

「この問題点への解決策のひとつがTTAであったと思い

ます。産業界のOB、本学の卒業生もそうじゃない人も、自分

が今までやってきた事柄をベースにしてぜひ若者の教育に関

与したいという意欲を持っている人がいる。そういう人たち

の力を得ながらきめ細かくやっていくシステムを作ってきた。

しかし今後もこのままで行っていいのか。本来的には専任教

員がそれぞれの専門教育の中で、学生に産業界とのかかわり

を考えさせ、自分自身のキャリアを形成しデザインしていく能

力を身につけさせなければいけない。それをどう実施してい

くかが次の課題だと思います」

多様な大学が集まる産業界ニーズ事業

電通大は文科省「産業界のニーズに対応した教育改善・充

実体制整備事業」関東・山梨ブロックの幹事校である。14大

学からなるこのブロックは、東京・神奈川・栃木･山梨というや

や不自然な区割りに加え、工学系単科の電通大もあれば、看

護大学も音楽大学もある。「最初、こんなに人材育成目標が

異なる大学同士のグループで、キャリア教育という柱を、どこ

にどのように建てたらいいのか、非常に悩みました」

悩んだ末に、「それぞれの分野に則してスタートとターゲッ

トは違っても、目標に到達するまでの手法、教育方法には

ひょっとすると共通するものがあるのではないか」という観点

を14大学の共通認識とした。

「例えば本学のTTAが、グループでカウンセリング、コンサ

ルティング、さらに、教員がするようないわゆる指導も含めたこ

とをやっている。あるいは音楽大学で、音楽家、地域の音楽振

興に関わる人材などの育成にあたり、どのように地域との関わ

りを作って、どういうインターンシップのシステムを作り上げて

いるか。そういった議論をしてきて、『共有できる教育手法』を

課題、または成果の一つに置こうということで動かしています」

2014年度には、産業界ニーズ事業に付随する「テーマB」（イ

ンターンシップ強化）でも採択された。「テーマBに関しては、

この大学の近く、いくつもの大学があって学生も多いし、中小

企業も非常に多いこの多摩地域で、大学として密接に連携す

る場を作り上げることも意図したうえで、学生のインターン

シップをシステム的に作り上げようとしています」

グローバル化とイノベーション

今後の方向性は、「ありきたりの言葉で言ってしまえば、

グローバル化とイノベーション」だという。

イノベーティブ人材育成を強く意識したのが、電通大を

主幹校に全国7大学が連携した『スーパー連携大学院』とい

うプログラムだ。ヨーロッパで、産学官連携のイノベーティ

ブPh.Dという名称の学位が出てきているのを参考にして

いるという。

「これは非常に有望なもので、これからもっともっと実質

化していきたいと思っています。学部レベルへの適用は難

しいものですが、学部から大学院まで一貫の形の中でそう

いう人材を育成する体制を作り上げたいと思います」。学

部卒業生の6割程が大学院に進学する電通大では、キャリ

ア教育も学部だけでは完結せず、おのずと大学院を含めた

ものとなるわけだ。

グローバル化に関しては、「グローバル・アライアンス・ラボ」

という外国の大学と相互に研究室を設置するプロジェクトを

文科省に申請した。

「例えば中国の上海交通大学やタイのキングモンクット工

科大学ラカバン校、ロシアのモクスワ理工大学、それからフラ

ンス、ドイツなどの大学と、お互いに自分の大学の研究室を相

手の大学に置いて、教員も学生も数カ月単位で行き来する形

を考えています。学生は両方の教育を受けることになり、次

のステップである、ジョイントディグリーにもつながっていく

と考えています」

（角方正幸 リアセックキャリア総合研究所 所長）
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